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❖要約❖

　本邦における男性の育児休業取得率は 2018 年度の調査ではいまだ 6.16％であり、厚生労働省が
向上を目指しているものの、欧米諸国と比較すると極めて低い。本稿では、男性の育児休業取得率
の低さの背景に存在する制度的な課題と共に、文化的・心理的課題を明確にし、男性の育児休業取
得の促進に寄与する取り組みについて検討を行った。文化・心理的背景には、性役割分業意識や、
集団意識、母性原理、自己主張の仕方などがあり、こうした現状の中で男性労働者が育児休業を取
得したいと主張することは非常に困難である。男性の育児休業取得率向上は、企業や労働者への育
児休業取得の利点を浸透させ、制度を拡充し、義務化を検討すること、さらには親になる教育を早
期に始めることなど、多方面からの政策によってはじめて可能となるであろう。
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Abstract
The Ministry of Health, Labor and Welfare of Japan aims to increase the rate of paternity 

leave. However, in a 2018 survey, paternity leave marked only 6.16%, indicating that the acquisi-
tion rate was extremely low compared to Western countries. In this article, we first reviewed the 
institutional issues that have influenced the low rate of paternity leave. Next, we clarified the 
cultural and psychological issues, which include the gender division of labor, group consciousness, 
the motherhood principle and how to be assertive. These issues make it extremely difficult for 
Japanese male workers to take paternity leave and various measures are needed to increase this 
rate. These include disseminating the benefits of taking paternity leave to companies and workers, 
expanding the system and making it mandatory, and providing early education on parenting.
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1 ．はじめに

　厚生労働省では、2010 年 6 月からイクメンプ
ロジェクトを立ち上げ、育児を積極的に行う男
性への支援を実施している。しかし厚生労働省
雇用環境・均等局（2019）によると、2018 年度
に育児休業を取得した男性は前年度より 1％ほ
ど上昇したものの 6.16％にとどまり、欧米と比
較すると極めて低い取得率と言わざるを得ない。
同省では2020年度の男性育児休業取得率の目標
を 13％としているが、目標達成は厳しい状況で
ある。また同プロジェクトは、日本人男性の家
事、育児時間は先進諸外国と比較すると非常に
少なく、少子化や女性の就業形態に影響してい
ることを指摘している。一方、三菱 UFJ リサー
チ＆コンサルティングの調査によると、3 歳未
満の子どもを持つ 20 代から 40 代の男性労働者
のうち、「育児休業を取得したい」と希望しなが
らも利用しなかった人の割合は 3 割にのぼって
いる。また、2018 年度の雇用均等基本調査（国
立社会保障・人口問題研究所，2019）によると、
実際に育児休業を取得した期間は女性の「10 か
月～ 12 か月未満」（31.3％）が最多であるのに
対し、男性では「5 日未満」（36.3％）が最も多
く、取得日数に大きな差が認められる。三菱UFJ
リサーチ＆コンサルティングの調査結果では、
育児休業を取得できなかった理由として、「会社
に制度が整備されていなかった」、「制度や手続
きについて理解していなかった」などの制度の
問題や、「自分にしかできない仕事があった」と
いうような、仕事の問題だけでなく、「職場が育
児休業を取得しづらい雰囲気だった」「昇給や昇
格など、今後のキャリア形成に悪影響がありそ
うだと思った」などの周囲を気にすることに起
因する要因があげられている。
　男性の育児への参加に関し、第 15 回出生動向
調査（厚生労働省，2015）では、育児に積極的
な男性の希望を実現するだけでなく、夫が家事
や育児に費やす時間と、第二子以降の出生率に
関連が認められており、総務省の調査（2017）

でも、育児の負担が女性に偏っている現状が明
らかにされている。これらの調査結果からも、
男性の育児休業の取得率の向上は少子化対策
や、働き方改革の一旦としての重要な課題であ
るといえる。本邦でも男性の育児休業取得を推
進するために、欧米諸国を参考にした制度を導
入しつつあるが、いまだ男性の育児休業取得率
の向上に奏功しているとはいい難い。北欧のよ
うに女性の社会参加や男性の育児が当然となる
には、制度の充実とともに、日本社会の中にあ
る男性の育児休業取得に対する抵抗感を取り除
くような意識改革が必要である。
　本稿では、日本人男性の育児休業取得が進ま
ない現状を鑑みて、この背景に存在すると考え
られる制度的な課題と共に、文化的・心理的課
題を明確にし、男性の育児休業取得の促進に寄
与する取り組みについて検討する。はじめに日
本と欧米各国の育児休業に関する制度の比較を
通じて、我が国の制度上の課題を示し、続いて
育児休業取得にかかわる我が国の文化的・心理
的な側面における課題について検討する。

2 ．男性の育児休業制度について

日本の制度

　厚生労働省雇用環境・均等局（2019）による
と、1 歳未満の子を養育する男女労働者が育児
休業を取得でき、その間は休業給付の支給を受
けることが可能であり、保育所に入所できない
などの場合には最長 2 歳まで休暇、給付ともに
延長される。給付額は男女とも最初 6 か月が休
業前賃金の 67％、以降 50％となり、社会保険料
が免除される（厚生労働省都道府県労働局，
2018）。さらに両親のいずれもが育児休業を取得
する場合に、休業、給付ともに 2 か月間延長で
きる「パパ・ママ育休プラス」という制度が導
入されている（厚生労働省都道府県労働局，
2010）。これは 1 年間母親の育児休業取得後に、
父親が 2 か月間追加で取得することを想定し、
男性の育児休業取得を推進する狙いがあったが、
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濱野（2017）は、保育所に入所できない場合の
特例措置があるために利用率が低いことを指摘
している。

欧米の制度

　アメリカでは、男女ともに国としての一律の
制度はなく、「家族及び医療休暇法」の中に出
産、育児が含まれており、12 か月のうち最大 12
週間の無給休暇が取得できる（厚生労働省，
2018a）。
　イギリスでは法定父親休暇があり、出生後 8
週間以内の間に 1 週間か連続した 2 週間の休暇
を取得でき、事業主から給付を受け取れる（厚
生労働省，2018b）。さらに両親休暇として、52
週の法定出産休暇の中で、母親に義務付けられ
ている産後 2 週間を除く 50 週分は両親間で分割
取得ができ、両親で重複取得も可能である（樋
口，2018）。
　フランスは、少子化対策が成功している国と
して本邦でも注目されている（神尾，2007）。厚
生労働省（2018c）によると、フランスには父親
の出産休暇があり、子の出生から 4 か月以内に
11 日間の休暇を取得することができ、この休暇
期間は日額基本給と同額が支給される。また、
育児休業に対しては父親、母親それぞれに最長
6 か月間給付があり、子が 1 歳になるまでは父
親に対して育児を半分分担することを求めてい
る（水野，2018）。無給休暇は子が 3 歳になるま
での間に父親、母親の両方が、同時に、もしく
は交代で取得することができ、パートタイムへ
の選択も可能である（厚生労働省，2018c）。
　スウェーデンは、1974 年に世界で初めて男女
を対象とした育児休業に対する給付制度を導入
している（西，2007）。厚生労働省（2018d）に
よると、父親のための制度としては、両親休暇
法によって子どもが 1 歳半になるまで休職する
権利と、労働時間を短縮する制度が保証されて
おり、給付は両親保険制度によって、両親が取
得できる「育児休業手当」がある。また父親、
母親ともに相手に譲渡できない休業給付期間が

あり、父親が取得する期間は 90 日間である（濱
野，2017）。さらに「父親手当」は出生後 10 日
間、所得の 80％が保証される制度で、子ども誕
生後に親子全員で過ごすことができる（高橋，
2007）。
　濱野（2017）によると、日本の育児休業制度
は、欧米諸国と比較して著しく遅れているわけ
ではないが、父親の育児休業取得が進まないの
は、制度の面だけでなく、職場の雰囲気や長時
間労働などの問題が影響しているという。
　また島田・渥美（2007，pp.141 ～ 142）はテ
レワークの普及率と出生率の間に関係性がある
ことを指摘し、榊原（2019）は育児休業明けの
仕事と育児両立に課題があるといい、短時間勤
務やテレワークの導入が有効であるとしながら
も、情報管理の観点から、テレワーク導入企業
は限定的であることを示唆している。西田・寺
嶋（2019）によると、日本人は公私の区別をつ
けることが歴史的、文化的、宗教的に不得意で
ある可能性があり、テレワークの導入には適切
な心理的ディタッチメント（以下ディタッチメ
ント）が重要となることを指摘している。
　制度上は諸外国から大幅に遅れているわけで
はないものの、男女ともに取得が可能であるが
故にかえって女性が育児休業を取得することに
なっている。長時間労働や仕事と育児の両立の
問題や、職場の雰囲気などの課題が残り、男性
の育児休業取得率に影響を及ぼしている。

3 ．文化的・心理的背景

性役割分業

　厚生労働省雇用均等・児童家庭局（2008）は、
勤労者世帯の過半数が共働き世帯となった今、
夫が働き、妻が家庭や地域での役割を担うとい
う姿は通用しないにも関わらず、職場では従来
の姿を前提とした働き方や固定的な役割分担意
識が残存していることを指摘している。笹川・
池松・小関ら（2015）によると育児休業は女性
が取得するものという意識を持つ日本人は男女
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問わず多く、中でも育児期においては、男性の
育児休業の取得率をみると明らかなように、固
定的な性役割分業をもとに育児を行っている夫
婦が圧倒的多数を占めるという。総務庁青少年
対策本部（1995）による「子供と家族に関する
国際比較調査」においても、家事に関する夫婦
の役割分担について、アメリカでは家事、育児
に関するすべての項目において、「協力型」「夫
中心型」の比率が高く「妻中心型」の比率が低
くなっているのに対し、日本ではすべての家事
において「妻中心型」が 6 割以上を占め、育児
においては「協力型」が過半数であるという結
果が出ており、日本では夫の家事育児の役割分
担の少なさが目立つ。
　阿藤（2005，p.31；2007）は、日本人男性の
家事・育児時間の少なさは家庭内役割の変化の
乏しさを示しており、それは労働政策の問題で
あると同時に、価値観の問題でもあり、欧米の
政策が浸透しないのは、性役割分業と男女共同
参画の両方の価値観が拮抗しているからである
と指摘している。守泉（2007）も家事や育児と
仕事との両立の困難や、ジェンダー役割感など
に関する伝統的な価値観が女性への家事育児分
担の偏在や、育児における母親役割の重視など
が出生率の低下を招いていると述べている。小
野寺（2003）は日本人男性がアメリカ人男性に
比して、父親としての役割意識が大きくならず
に社会にかかわる役割意識が大きくなることか
ら、子どもが生まれても父親は仕事に専念する
という性役割分業があることを示している。笹
川・池松・小関ら（2015）も女性が家事育児に
専従することは夫への経済的依存につながり、
それが家長としての権力を持つ男性だけでなく、
女性にとっても経済的、精神的な安定を得られ
る仕組みであるために、伝統的な性役割分業を
解体する理由が見出せないことを指摘している。
服部（1991）も日本社会の女性採用の制度は男
女の性役割分業を前提としており、女性は働い
ても家庭も仕事も担う必要があり、「共働きはき
つい」という認識を形成し、その結果近年の若

年層の専業主婦志向を増加させているという。
白波瀬（2010，p.146）がいうように、本来は
出産・育児による休暇や退職を検討する際に、
父親と母親に両方等しく仕事を辞める選択肢が
あっても良いはずである。
　このようにいまだ色濃く残る性役割分業意識
が男性の育児休業取得に影響を及ぼしていると
考えられる。

日本人の集団意識

　中根（1967，p.30，p.47）によると日本人は
個人の能力よりも「場」を優先し、会社や大学
といった「場」を「ウチの」と呼ぶように集団
意識が主体化され、この「ウチ」の感覚が強ま
ると「ウチ」の者以外の「ヨソ」者は人間では
ないというような極端な人間関係の対比がみら
れることを指摘している。相沢（1976，p.27）
も日本人は本来同じ人間として平等であるはず
の「赤の他人」に対して、無縁とみなして冷た
い態度をとるところに日本人の集団的利己主義
がうかがえると述べている。ホール（1979，
p.129）もコンテクストという概念を用い、高
コンテクスト文化である日本は、低コンテクス
ト文化である欧米と比較してウチとヨソの区別
が非常に明確であることを指摘している。河合

（1997，pp.24－26, p.245）によると日本人は
「場」に属するか否かがすべてにおいて決定的な
要因となるといい、「場」の中に所属していれば
善悪の判断を超えて救済の手が差し伸べられる
一方で、「場」に所属していなければ「赤の他
人」となり、「場」の中にいても目立った行動は
場から出されてしまう危険がともない、「場」の
外に出ることは「死」を意味するという。
　平松（1982）も日本社会では家や村などの集
団の和と団結が重視され、個人の単独行動は許
されず、独立心が強すぎるものは秩序を乱すと
して敬遠されると述べている。山岸（1999，
p.45）によると、日本人の集団主義の文化は日
本社会の「構造」の中に存在していると考え、
日本人が集団のために自己の利益を犠牲にする
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ような行動をとるのは、集団の利益に反する行
動をとることを妨げる相互監視と相互規制の仕
組みが存在しているからであるという。結城

（2005，pp.46－47）は北米と東アジアの集団へ
の志向を比較し、北米人が集団間の比較志向で
あるのに対し、東アジアは集団内関係志向であ
ると述べている。つまり、日本を含む東アジア
では、集団内の対人ネットワークの中に関係的
自己があり、集団内の調和を保つために相互協
調的であり、個々のメンバー間の集団内関係が
重要であるとしている。土居（2007，p.218）も
日本人は集団が心の支えとなっており、集団か
ら離反して孤立することは自分をなくすことで
あり、堪えられないと感じると述べている。
　一方、集団への所属に関して中根（1967，
p.65）は、日本社会において、二つ以上の集団
に同様の比重で所属することは困難であり、い
ずれか一つに優先的に所属していると指摘して
いる。花岡・リァウ・竹下ら（2017）も近代社
会以前の日本では、職場と家庭が同一の場所で
あったが、明治以降の社会においては、産業の
移行に伴い、家庭と職場が別の「ウチ」になっ
てしまった結果、いずれかの「ウチ」を選択す
る必要に迫られ、男性は職場の人間関係を重視
し、女性は家事や育児に専念していったと述べ
ている。そのため、花岡・リァウ・竹下ら（2017）
は時代が移り変わっても性役割分業が維持され
続けていると考え、このような状況で育児休業
や短時間勤務などを推奨することは、家庭と仕
事の両立を迫るもので、個人が複数の「ウチ」
に属することを要求することになるという。
　さらに中根（1967，pp.59-61）によると日本
人の場合は同じ集団に属していたとしても、転
勤などで距離が離れてしまうと、戻ってきたと
してもよそよそしさを感じるという。山添

（1997）も日本人が人間関係の中で生きているこ
とを指摘し、短期間の海外旅行でさえも帰国後
に土産を渡して、わずかの別れの間もお互いの
ことを忘れないようにしているという。
　これらのことから、日本人は職場という「場」

の外に出ることの損失が大きく、短期間であっ
ても男性が育児休業を取得できない原因の一つ
となっていると推察される。

母性原理

　河合（1997，pp.19－23）はキリスト教を神と
の契約を守るもののみが救われるとする「父性
原理」に基づく宗教として捉えている。父性原
理は「切断する」機能が特徴であり、強いもの
を作り上げる建設的な面をもつ一方で「母性原
理」は「包含する」のが特徴であり、そこには
すべてのものを包みこむ絶対的な平等が存在す
る。河合（1997，p.19，p.24）は日本が母性優
位の心性をもつといい、母性原理の中では、そ
の場にいる全員が個性や能力に関係なく絶対的
な平等が与えられ、その場の平衡状態の維持が
最も優先されると述べている。土居（2007，
p.121，p.218）は、日本が「甘え」に依存した
社会であるという。この「甘え」を肯定的にと
らえれば平等で寛容であるが、同時にこの甘え
は個人が常に集団に依存することを示し、自己
主張をすれば「自分勝手」という非難を招くと
いう。さらに土居（2007，p.122）はこの無差
別平等の精神は古来より日本人の中に生き続け
てきているという。鈴木（1997，p.14）も欧米
人の考え方の根底には父があり、東洋人の根底
には母があり、母は善悪に関わらずすべてを包
含すると述べている。窪（2014）も、奈良・平
安から現代にいたる文学作品を考察しながら父
性原理を再考する中で、「父性原理」が重要であ
ることを示しながら、日本では「母性原理」が
根強く、現代日本社会 においても「母性原理」
が優位であることを示唆している。板倉（1990）
は日本語の呼称から日本文化の根底に存在する
母性原理について考察し、日本人は他者との融
合関係を保とうとするという。
　つまり、「母性原理」優位な日本社会では平等
や調和が優先され、個人の希望を主張すること
は非常に困難となるのである。
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自己主張の違い

　平成 30 年度「我が国と諸外国の若者の意識に
関する調査」（内閣府，2019）において「自分の
考えをはっきり相手に伝えることができる」と
いう項目に対し、日本人は「そう思う」が 46.3
％、「そう思わない」が 53.7％であるのに対し、
アメリカでは「そう思う」が 80.7％、「そう思
わない」が 19.3％と大きな差がある。同調査で
はイギリス、フランス、ドイツでも「そう思う」
が 75％以上を占める。長尾（1996）は日米の学
生を対象にした調査において、アメリカ人は自
己主張を好ましいコミュニケーションと捉え、
自己主張的な態度を取るよう努力しているが、
日本人学生は建前では自己主張的なコミュニケ
ーションを望ましいとしながらも、自己主張的
な態度をとることにためらいを感じていること
を明らかにしている。古家（2010）も日本人は
対立するよりも協調を選ぶような価値観をもち、
自己主張しない方が意思伝達をスムーズに行え
ると考えているという。また相沢（1975）によ
るとヨーロッパ人は子どものころから自分の正
しいと思うことを主張することを訓練されてき
ているため、彼らが自分の主張を忌憚なく発言
できる一方で、日本人は以心伝心のような無言
でも通じるようなところに美徳を感じていると
いう。
　山本（2018，pp.16-19）は日本人のあらゆる
議論はデータや理論に基づく合理的な根拠より
も、最終的には「その場の空気」で決められ、
その「空気」に反して自己主張をする場合は、
最も軽くて「村八分」にされると述べている。
深谷（2018）は日本社会には「空気を読む」こ
とが必要不可欠であり、独自のコミュニケーシ
ョンがあり、何か物事を決定する際には合理的
で根拠のある言葉による説得よりも情緒的な要
因が左右することが少なくないと指摘している。
ホール（1979，p.118）は「高コンテクスト」で
ある日本のコミュニケーションは、あらかじめ
文化の中で情報が共有されており、メッセージ
の中には最小限の情報しか伝達されないのに対

し、「低コンテクスト」である欧米では情報の大
半はメッセージの中に含まれていると述べてい
る。 Masuda., Ellsworth., Mesquita. et al

（2008）も西洋人が中心人物の表情を優先するの
に対し、日本人は周囲の人の表情に影響される
ことを示唆し、西洋人が感情は個人のものと考
えるのに対し、日本人は個人の感情を集団の感
情から切り離せないと結論付けている。
　日本人は自己主張を抑え、空気を読むコミュ
ニケーションの形態をとるため、育児休業を取
得したいという主張を控えてしまうのであろう。

ペアレンティングトレーニング

　学校教育においても、日米の教科書には違い
がある。岩下（2014）によると日本の教科書は
高齢者ケアに関する記述が多く、子どものケア
については情報量が少ない。他方アメリカの教
科書には、子どもについて詳細な記述がなされ
ており、高齢者についての情報提供は多くない
という。中村（2010）によると本邦では家庭科
や保健体育などの一部で取り扱われることはあ
るものの、現時点では親になることへの教育は
ほとんど行われていないが、武田（2002，p.7）
は、子育てに対する介入・援助の方策の第一段
階は「教育」であると述べている。
　父親の育児参加の促進のため、寺見・南・松
島ら（2016）は父親の養育性を高める教育プロ
グラムを開発し一定の効果を示しているが、対
象は実際に父親になった人であり、日本では父
親を対象としたものもいまだ開発段階である。
　欧米では 1980 年代から親になるための教育で
あるペアレンティングプログラムが開発されて
おり、伊藤（2007； 2010）によると、現在では
中高生を対象としたものだけでなく、幼児期を
対象にしたものまであり、さらには、父親役割
に特化したプログラムも実施されている。
　このようにわが国では、男性のみならず女性
に対しても、親になることについての学齢期か
らの教育プログラムが整っていない状況である。
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4 ．考察

1．制度上の課題と今後の取り組み

　日本社会には、いまだ色濃く性役割分担意識
が残っている。男性の育児休業に関する日本と
西洋各国の制度的な比較で示した通り、性役割
分担が残る本邦において、現在の制度では女性
が育児休業を取得することになりがちである。
欧米諸国に比して格段に少ない女性管理職、役
員数などからもわかるように、女性の社会進出
が男性と同等ではく、男性が働く方が安定した
生活が得られる仕組みになっている。近年は共
働き世帯が増加しているものの、増加している
女性労働者は、契約社員やパートタイムなどの
雇用形態が多いため、実際には男性が育児休業
を取ることによって経済的な損失が生じる世帯
が多いと考えられる。制度上は男女平等に育児
休業取得が可能であるが、このような背景を鑑
みると、平等な制度では男性が育児休業を取得
するためには十分とは言い難い。男性の育児休
業取得率向上のためには、各国の取得率上昇の
契機となったような、男性のみが取得できる、
もしくは取得しなければ権利が消失するような
制度や、男性が取得しても家庭全体としての所
得が保障されるような制度の導入が期待される。
　また、経済的損失を回避するためには、女性
の社会進出の促進とともに、柔軟な働き方を導
入することも重要となる。テレワークの導入に
は情報管理やディタッチメントの課題が残るが、
政府による福祉的な制度だけでなく、企業側が
柔軟な働き方の制度を整えることで男性の育児
休業取得や働き方改革につながる可能性がある。
　さらに、企画側の風土の変革も求められる。
育児休業を取得すれば本人だけでなく、育児休
業を取得するような働きやすい職場環境を提供
しているという意味で、上司も良い評価をされ
るような社内制度も重要である。
　加えて、代替要員の確保も重要である。スウ
ェーデンでは 74％の事業主が育児休業職員の代
替要員を（内閣府，2005）しており、高い育児

休業の取得率に貢献している。日本のような中
小企業が多い社会においては、代替要員の確保
が困難になりがちであるため、政府が主導して
人材を確保できるような制度の導入が望まれる。
　また日本社会においては「場」からはみ出す
ような行為を行うことは困難であるが、男性の
育児休業の取得を義務化することで、「場」から
追い出される危険を回避できる可能性がある。
中根（1967，pp.70－72）が指摘するように、日
本は「タテ」社会であり、組織内の序列は今も
存在する。男性の育児休業取得が上長からの指
示ということになれば、「場」に受け入れられる
可能性がある。2015 年度から実施されたストレ
スチェック制度や 2019 年度から導入された年 5
日の有給休暇の取得などが、義務化によって産
業社会を席巻していることからも、義務化がい
かに受け入れられやすいかを示している。

2 ．文化的・心理的課題と意識の改革

　先に示した日本社会における文化的・心理的
背景に関する資料からみて、我が国の男性の育
児休業取得が進みにくい要因について検討する。
まず、日本社会における文化・心理的背景を考
察すると、組織の「場」を乱すものは社会的な
制裁を加えられやすく、母性原理による「平等」
の精神があり、たとえ短期間だとしても一旦そ
の場を離れると、疎外感を感じることになりか
ねない。このような状況の中で、自己主張が苦
手な日本人男性が育児休業を取得したいと申し
出ることは非常に困難な状況である。
　さらに日本社会では二つの集団に同レベルで
所属することが困難であり、仕事と家庭として
捉えた場合にいずれかを優先しなければならな
い状況となる。その結果として男性は職場、女
性は家庭という所属を優先させることに繋がっ
てきたと考えられる。集団内に所属することが
重要となる日本社会において、現状の育児休業
取得率の低さを考慮すると、男性が育児休業を
取得したいと希望することは、目立った行動と
して集団の調和を乱すことになり、集団から追
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い出される可能性を持ち、最悪の場合は社会的
な「死」の状態にもなりかねない。運よく育児
休業を取得できたとしても、戻ってきた職場で
疎外感を感じる可能性もある。このような状況
の中で、男性が育児休業をとることが難しいの
は当然である。
　加えて「母性原理」社会の日本における組織
の中では平等や調和が重視される。平等を重視
しようとすれば、組織の中には既婚、未婚の差
異だけでなく、子どもの有無、子どもの年齢差
などの様々な家族背景をもつ成員がいる中で、
一人だけが育児休業を取ることは「個」を優先
することになり、「場」の平衡状態を崩しかね
ず、「自分勝手」と捉えられてしまう行動になる。
　また日本人は個人の意見や欲求よりも周囲の
人間関係やそこに生じる情緒的な雰囲気、つま
りその場の空気を優先すると考えられ、育児休
業を取得したいという自己主張することを控え
てしまうのだろう。
　このような文化的・心理的背景が男性の育児
休業取得の促進を困難にしていることが考えら
れる。
　しかし実際に育児休業を取得した男性労働者
の体験談は育児休業取得に利点があることを明
らかにしている。ファザーリング・ジャパン

（2019）の調査によると、育児休業を取得した男
性は「残業時間削減の意識」「業務効率化の意
識」「自分自身の仕事へのモチベーション」が

「非常に向上」、もしくは「向上」しており、育
児休業取得前に懸念されるネガティブな要因は
ほとんどみられず、むしろ仕事のモチベーショ
ンの向上や労働時間の削減、家族への意識を向
上させることを示唆している。さらに岩間

（2019）によると、実際の育児休業経験者のイン
タビューにおいても復職後はモチベーションが
向上し、業務の効率化や時間の使い方を意識す
るようになったという意見もある。吉田（2018）
も男性が育児休業を取り、子育てや家事の大変
さを理解することで、働き方を見直し、時間を
効率的に活用できるように努力することこそが

働き方改革を推進することになると述べている。
また岩間（2019）は育児休業の推進に取り組む
ことにより、新卒採用や社員の意識改革など、
企業側にとってもメリットがあることを指摘し
ている。
　今後は、労働者だけでなく企業にも男性が育
児休業を取得する利点があることを周知してい
くことが重要である。そのためにも育児休業を
取得した男性への調査や聞き取りなどを実施し
ていくことが重要である。
　また、庭野（2007）によると父親が子どもと
二人きりになる時間を持つことが契機となり、
性役割分業や仕事、自分自身に対する意識に変
容がみられたという。吉田（2018）も乳幼児の
日々の変化を目にすることが父親としての自覚
を生じさせるきっかけとなると述べている。仕
事上の危機的状況は幾度となく生じるが、相手
が大人である限り、猶予や変更が可能な場合も
多い。しかし育児の相手は乳幼児であり、言葉
が通じないことも多く、泣いている我が子を前
に対応に苦慮することも多い。そのような育児
の大変さ、育児をしながら行わなければならな
い家事の大変さを男性も体験することが、自身
の働き方の見直しにもつながる。さらに育児に
専念する必要性から、仕事のことを忘れてディ
タッチメントを促進することにもつながる可能
性がある。
　加えて服部（1998，p.111）によると家事に
は「関係性」や「自己充足」の要素も含み、単
なる自己犠牲や自己満足ではなく、そこには他
者と生きる意味や自分自身のアイデンティティ
が存在するという。西村（2001）も育児に含ま
れる「ケア」という行為には、明確な目標やノ
ルマなどはないが、子どもとの関係性のなかで
その都度「喜び」や「やりがい」を見出してい
くことで、人間の生き方を根本から変える要素
が含まれているという。Mojza, Sonnnentag & 
Bornemann（2011）らが、ボランティア活動な
どの有意義な余暇活動がディタッチメントを促
進することを明らかにしていることからも、育
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児休業の取得がディタッチメントの促進につな
がる可能性は高い。
　西田・寺嶋（2017）がディタッチメントので
きる人ほど心理的に健康であるという結果を示
していることからも、子どもと向き合っている
時間に心身ともに仕事から離れることができれ
ば精神的健康の増進につながると考えられる。
　また育児休業の取得により、ディタッチメン
トが可能となるのであれば、育児休業の取得が
テレワーク導入における課題として残存する問
題の解決方法になり得る。つまり、公私の区別
が苦手な日本人にとって、育児休業の取得によ
り公私の区別をつけることができるようになる
可能性があるのである。今後は育児休業取得者
とディタッチメントとの関連を明らかにするこ
とも検討に値する。
　最後に、根強い性役割分業を解消するために
は、教育面でも男女ともに家事育児への知識や
体験を通して抵抗感を低減させるようなペアレ
ンティングプログラムなどの開発も急務である。
その際には、これまでに述べた日本独特の文化
的背景があることからも、笹川・池松・小関ら

（2015）が指摘するように日本の女性たちが訴え
ていない不満を丹念に救い上げることが重要と
なる。中・高校生もあと数年で親になる可能性
のある世代であり、乳幼児への親和性向上のた
めにも、命への責任をもつという意味でもペア
レンティングトレーニングは重要である。加え
て小学生以前の児童にも乳幼児と触れ合う機会
を作るなど、次世代の親のためのペアレンティ
ングプログラムの開発は、性役割分業の意識改
革や男性の育児参加、育児休業取得のためにも
非常に重要であり、今後の発展が期待される。

まとめ

　育児休業の取得によってわが子の成長の一端
を担うことは、女性にとってだけでなく、男性
にとっても自己を振り返るまたとない機会とな
る。男性が育児休業を取得することは女性の育

児の負担を軽減し、仕事の効率化や労働時間の
短縮などの働き方改革にもつながり、なおかつ
ディタッチメントを促進し、精神的健康に寄与
する可能性も含む。こうした育児休業の利点を
労働者や企業側にも浸透させていくことが、男
性の育児休業取得率を向上させることにつなが
ると考える。
　企業や労働者への育児休業の利点を浸透させ
た上で、育児休業の制度をさらに充実させ、義
務化を検討すること、早期に親になる教育を始
めることなど多方面からの政策によってはじめ
て男性の育児休業取得率を向上することが可能
となるであろう。
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